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特集：ロシアの経済成長
　　資源依存から多様化へ

石油ガス国内価格とロシア経済

一CGEモデルによる分析一

中　村　靖

　石油ガス産業はロシアの主要産業であるが，経済成長に対する貢献は期待されているより小さい．

その理由は石油ガス・レソトが効率的に利用されていないことにあるといわれる．石油ガス・レソト
を効率的に利用する制度を設計するためには，石油ガス産業とロシア経済との関係を詳細に分析する

必要がある．この分析のため石油ガス産業を独立した生産部門，制度部門として含むロシア経済石油

ガスCGEモデル（ROG・CGM）を作成した．　ROG－CGMによるシミュレーションの結果，石油ガス国
内価格変化はロシア経済全体に予想外に大きな影響を与えることがわかった．シミュレーション結果

の信頼性を高めるために，統計データのアップデート，パラメータの計量経済学的推定，ロシア金融

経済のモデル化，投資行動のモデル化が必要である．

1．はじめに

　ロシアは地下資源に恵まれた国である．2000

年においてロシアは世界第3位の石油生産者，

世界第2位の天然ガス生産者，世界第2位の石

油・天然ガス輸出者であった（British　Petro－

leum，2002；International　Trade　Center，

2002）．石油ガス輸出はロシア輸出総額の40－

60％を占めている（Tabata，2002；World

Bank，2003b）．石油ガス産業がロシアで唯一

の国際競争力をもつ産業であり，ロシアの経済

成長を牽引するポテンシャルを持つ産業である

ことに疑いの余地は少ない．その一方で，ロシ

ア石油ガス産業が期待されるほどには経済成長

に貢献していないという評価も多い．このよう

な評価の主たる根拠は，ロシア石油ガス産業が

生み出したレソトがロシア経済の成長を促すよ

うに利用されていないという点にある．

　ロシア石油ガス企業が巨額のレソトを獲得し

ていることは間違いない．Kashin　and　Boboev

（2002）は，2000年において，財務成果バラン

ス・ロシア総額のほぼ60％を石油ガス産業が

生み出したと推計している．ロシア経済統計に

おける「財務成果バランス」は企業会計におけ

る「税引前純経常利益」に概念的にほぼ相当す

る指標である．ロシア公式統計（RSE，2001）に

よっても，1999年の財務成果バランス・ロシア

総額にしめるロシア石油ガス産業の比重は約

40％である。Tabata（2002）は，1999年と2000

年における営業余剰（国民経済計算概念）ロシア

総額に占める石油ガス産業の比重はそれぞれ

19．6％と24．3％であったと推定している．

　ロシア政府は，石油ガス産業から統合政府予

算収入の1／3から1／2にあたる収入を得ている

（Gray，1998；Tabata，2002）．しかし，多くの

研究はロシア政府が石油ガス・レソトの適切な

徴収とその効率的利用に成功してないとしてい

る．Gray（1998）は，ロシア政府の石油ガス産

業からの収入額は国際比較から予想される金額

の半分程度と推計している．Gaddy　and　Ickes

（2002）は，バーター取引を通じて石油ガス・レ

ソトの一部が石油ガス企業から他の競争力のな

い企業に移転されていると主張している．Bos－

quet（2002）は，潜在的・顕在的な石油レソト総

額の42％，ガス・レソト総額の66％は，ロシ

ア企業およびCIS企業への事実上の補助金と

して雲散霧消しているとしている．石油ガス企

業は合法，非合法の方法を総動員して利益を隠

蔽し，税負担を「最適化」する（BOFIT，2003／

12，p．2）ことでレソトの徴収を免れている．
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　石油ガス企業は政府による徴収を免れた資金

の大きな部分を金融資産，とくに海外金融資産

へ投資しているとみられている．ロシア統計年

鑑（RSE，2001）によれば，石油ガス産業の固定

資本投資額は，1999年と2000年でそれぞれロ

シア総額の34．7％，46．4％を占めている．しか

し，Considine　and　Kerr（2002），　Nemirovskii

（2002），Kashin　and　Boboev（2002）は，この規

模の固定資本投資では石油ガス産業の生産能力

拡大と効率性上昇とを確保するには不十分であ

ると評価している．結局，石油ガス企業は資金

をロシア経済にとって生産的というよりは非生

産的に使っていることになる．Kuboniwa
（2002）は，石油ガス産業の資金が石油ガス生産

物の輸送・商業マージンという形態をとって海

外に流出しているとみている。Kuboniwaによ

れば，2000年のロシアにおいて，石油ガス輸出

商業マージンは対GDP比で9．8％もの巨大な

金額となっている．1992年の米国，1995年の

日本における輸出商業マージンは総額で対

GDP比1％以下である．　Tabata（2002）はロシ

ア石油の最大の輸出パートナーがケイマン諸島

であることを示しつつ，商業・輸送マージンの

形態をとった資本逃避という見解を支持してい

る．

　以上の状況から，石油ガス・レソトをロシア

経済の成長みためにより生産的，より目的的に

利用するために政府による同産業への統制を強

化すべきだとする意見も多い（Kashin　and

Boboev，2002；Nemirovskii，2002；Smirnov，

2003）．Smirnov（2003）は，ロシア政府の石油

ガス産業政策を，（1）石油ガス国内価格統制，

（2）税制，（3）関税政策，（4）行政的統制の4つの

分野に分類している．これらのいずれの分野に

おいても，制度構築の現在の基本方向は政府が

石油ガス・レソトをより多く徴収する方向であ

ると評価できる（BOFIT，2003／4，　p．2，2003／12，

pp．2－3）．政府が徴収したレソトの利用面にお

いても変化がみられる．ロシア政府は2004年

から従来の予算予備基金に替えて「安定化基

金」を導入する．安定化基金には，政府予算黒

字に加え，石油輸出価格（ウラル原油）が1バレ
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ル20ドルを超えた場合に得られる追加的な石

油・石油製品輸出関税，石油採掘税が繰り入れ

られる．政府は，基金の四半期毎に基金の収支

報告を公表し，基金のより厳格かつオープンな

管理が目指されている（BOFIT，2003／12，　p．12）．

なお石油採掘税は，これまで種々の税金，ロー

ヤリティ等で徴収していた石油ガス・レソトを

一本化して徴収するものである（Smirnov，

2003；久保庭，2004）．しかし，石油ガス・レソ

トを徴収，利用する制度の構築はなおも試行錯

誤段階にあり，どのように制度が改善され，ど

のように運用されるかは今後の経緯をみるしか

ない．

　以上のように，どのような方法で石油ガス・

レソトを生産的に利用するかという問題は，そ

のマクロ経済的重要性にもかかわらず，なお未

解決である．本稿では，この問題を検討する際

の基本情報である石油ガス産業とロシア経済と

の関係を，石油価格の変動がロシア経済に与え

る影響という観点から分析する．石油ガス国内

価格は，石油ガス産業とロシア経済との関係を

規定する基本変数であるとともに，石油ガス・

レソトの徴収・利用の具体的方策のデザインに

密接にかかわっている．ロシア政府は現在にい

たるまで石油ガス国内価格を世界市場価格より

低い水準に抑えている（Smirnov，2003；久保庭，

2004），ロシア政府は石油ガス国内価格統制策

によって石油ガス・レソトを補助金としてロシ

ア企業に分配しているとみることもできる．一

方，価格統制は相対価格体系を歪め，資源配分

の不効率をもたらす．エネルギー資源という広

範に利用される財に対する価格統制の影響範囲

は広く，影響の度合も大きい．この観点から多

くの論者，国際機関は石油ガス国内価格の統制

解除を求めている（EBRD，2001；IEA，2002；

MTE，2003；World　Bank，2003a参照）．石油

ガス国内価格を世界市場価格水準に引き上げれ，

ば，相対価格体系のゆがみは解消され，潜在的

　レソトが実現される．同時に，石油ガス国内価

格の引上げは，第一次的影響として物価上昇を

引き起こすはずである．増大したレソトが国内

所得と国内需要の増加をもたらすように利用さ
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れなければ，物価上昇は，少なくとも一時的に

は，生産活動と所得の実質的低下をもたらすで

あろう．石油ガス国内価格の変動は物価に対し

てどの程度の影響を与えるのか，その物価の変

動は所得と需要にどの程度影響を与えるのか．

これらを計算可能一般均衡モデル（Computa－

ble　General　Equilibrium　Model：CGEモデ

ル）によって定量的に分析することが，本稿の

目的である．

　本稿の以下の構成は次のとおりである．第2

節で，CGEモデルのデータベースとなるロシ

ア石油ガス社会会計表（Russian　Oil　and　GAS

Social　Accounting　Matrix；ROG－SAM）につ

いて説明する．第3節において分析に利用した

CGEモデルの特徴を簡単に説明する．第4節

で分析結果を報告し，最後に分析方法と分析結

果について議論する．

2．データ　ROG・SAMの概要

　CGEモデルのデータベースとしてロシア石
油ガス社会会計表（Russian　Oil　and　Gas　Social

Accounting　Matrix：ROG－SAM）を作成した．

社会会計表（Social　Accounting　Matrix；

SAM）は複式簿記原理で記録された勘定データ

のプレゼンテーション形式の1つであり，一組

の行／列で一つの勘定をあらわす．慣例として，

行方向に資金のインフロー（収入），列方向に資

金のアウトフロー（支出）を記入する．

　ROG－SAMの基本となるデータは，1999年

産業連関表（Goskom，2002b）と1999年国民経

済計算（Goskom，2002a）である．産業連関表と

国民経済計算は複式簿記原理にもとつく勘定体

系となっているから，これらのデータを組み替

えてSAMとして表示することは原理的には容

易である．実際には，（1）産業連関表，国民経済

計算の内部および相互間の不突合，（2）勘定間

での詳細度の相違があるため，いくつかの調整

をしなければ，正方行列の形状をもち，各勘定

の収支が一致したSAMを作成することはでき

ない．勘定構造の詳細度の問題は，ROG－SAM

の場合では，金融仲介サービス帰属計算
（FISIM）勘定と家計直接貿易（ヤミ貿易）勘定
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で生じた．例えばFISIMについては，国民経

済計算にも産業連関表にも生産部門別FISIM

額の情報はない，FISIM勘定は付加価値総額

からFISIM総額を一括控除することでバラン

スがとられているが，この勘定デザインのまま

では完全に収支が一致する生産勘定はGDP生

産部門1部門だけとなり，生産部門の部門別細

分化はできないことになる．ROG－SAMでは

各生産部門の付加価値額に比例してFISIM総

額を配分することで生産部門の細分化に対応し

ている．勘定構造の調整をおこなったうえで，

統計上の不突合を機械的なマトリクス・バラン

シング手法によって排除する．ROG－SAMの

作成においては，距離最小化法によるマトリク

ス・バランシング法をもちいている．以上のよ

うなSAM作成一般にかかわる問題については，

Nakamura（2004）を参回回れたい．本節の以

下では，ROG－SAMにおける石油ガス産業関連

部分のみを簡単に説明する．

　石油ガス産業を分析するためには，（1）石油

ガス財向け商業・輸送サービス生産部門を一般

商業・輸送部門から分離すること，および（2）

石油ガス企業制度部門勘定を一般法人企業制度

部門勘定から分離することが必要である．石油

ガス企業経営において石油ガス輸送・商業サー

ビスが大きな比重を占めているだけでなく，ロ

シア経済全体にとっても石油ガス輸送・商業サ

ービスの比重は大きい．

　1999年ロシア22部門産業連関表は石油ガス

部門を独立の部門としているが，石油ガス生産

物にかかわる商業・輸送サービスは，一般の商

業・輸送の各サービス生産部門に統合されてい

る．ROG－SAMでは，産業連関表の輸送マージ

ン表，商業マージン表中の石油ガス輸送・商業

マージンをすべて石油ガス輸送・商業サービス

生産部門の産出とみなした．これに対応して，

産業連関表の輸送。商業の各サービス生産部門

の投入額から石油ガス輸送・商業サービス生産

にかかわる投入を分離する．この分離をおこな

うには石油ガス輸送・商業サービス生産の投入

構造を知る必要がある．石油ガス輸送サービス

生産の投入構造は，石油輸送国家独占企業トラ
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表1．ロシアの石油ガス企業

経　　済　　研　　究

企業名
報告年　　利益L（百万）　　シェア2

　　　USD　　ルーブル　　　　　％

乙盈。ゴ～（石油） 2001　　　4129

2000　　　　5349

1999　　　　2198

18．1

r厩05（石油） 2001　　　3842　　　　111988

2000　　　　5466　　　　150748 16．7

sκ㎎π醜瞬岬z

　（石油）

2001　　　　2859

2000　　　　3572 12．6

G椛μo〃z（ガス） 2000　　　10909　　　300877 89，4

丁郷ηψ

　（石油輸送）

2001　　　　1145　　　　　33384

2000　　　　651　　　　17948

注）1．税引前当期利益．LukoilとSurgutneftegazはUSD

　表示で，他の企業はルーブル表示．ルーブル表示の数値は

　Lukoi1とSurgutnef亡egazが財務報告中で用いているレー

　トでドル表示に換算している．

　2．2000年の総生産量に占める各社生産量の比重．

出所）　財務報告：Lukoil（2001a，2001b，2002），　Yukos（2001，

　2002），Surgutneftegaz（2002a，2002b），　Gazprom（2001），

　Transneft（2002）．

　　シェア：ロシア東欧貿易会（2002）．

ンスネフチの財務報告（Transneft，2002），アメ

リカ合衆国の1987年産業連関表（US　DOC，

1994）の石油輸送（パイプライン）部門の投入構

造を参照して推計した．石油ガス商業サービス

生産部門の投入構造には推定の手がかりがなく，

ロシアの商業一般の投入構造をそのまま採用し

た．ただし，この仮定は決定的な障害にはなら

ないであろう．輸送サービスと異なり，商業サ

ービス生産については，その投入構造が石油ガ

ス生産物と他の生産物の場合で大きく異なると

すべき特別の理由はないと考えられるからであ

る．

　石油ガス企業制度部門の経常勘定・資本勘定

は，代表的石油企業と代表的ガス企業との財務

報告のデータをUnited　Nations（2000）の方法

に依拠して国民経済計算の経常勘定，資本勘定

に準拠した形式に再編し，加重平均することに

よって構成した．表1は利用した企業データを

示している，ただし，表1中のトランスネフチ

の財務データは石油ガス企業制度部門勘定の構

成には利用していない．トランスネフチの売上

高，当期経常利益は，石油ガス産業全体の3％

以下と推定され，その比重が小さいからである．

財務報告を利用した企業の生産量シェアは石油

生産で約50％，ガス生産で約90％を占める（表
1）．

　推計された石油ガス企業制度部門勘定が石油

ガス企業の行動パターンを定量的に正確に反映

しているとみなすことはできない．第1に，こ

こ数年の企業財務データをみると，石油ガス関

連企業の財務内容は大きく変動している．企業

財務データは企業経営戦略に依存して大きく変

化する可能性がある．加えて，ロシア経済全般

および石油ガス産業をめぐる経済状況，政策，

制度の変化を考えれば，ロシア石油ガス企業の

平均的な像を現時点で得ようとすることは無理

であろう．第2に，財務報告のサンプル数が少

ない．第3に，企業会計データを国民経済計算

フレームワークに組み替えることは，公表され’

ている企業財務データの情報だけでは，ロシア

表2．ROG－SAMの基本構造

勘定グループ A B C D E F G H 1 計

勘定数 24 24 4 4 4 6 9 8 3

A 部門 24 7515 7515

B 財 24 3455 1461 210 12 2995 667 1934 10732

C 商業マージン 4 1461 1461

D 輸送マージン 4 210 210

E 生産物税 4 494 494

F 付加価値 6 3531 3531

G 制度部門（経常） 9 529 494 3515 3506 144 104 8292

H 制度部門（資本） 8 1444 1703 13 3160

1 外国 3 1052 5 349 646 2051

計 7515 10732 1461 210 494 3531 8292 3160 2051

注）1．10億ルーブル．：丸め誤差による不一致がある，

　2．付加価値勘定はその他生産税（間接税）と金融仲介サービス帰属計算を含む．制度部門勘定は本来の

　制度部門の他に直接税，固定資本投資などの仮想的勘定を含む．



石油ガス国内価格とロシア経済

に限らず一般的に，不十分である．利用したロ

シア石油ガス企業の企業財務報告は，その信慣

性は別として，先進国の公表用企業財務報告並

みの情報量を含んでいる．しかし，企業会計デ

ータを国民経済計算フレームワークに一定の精

度を保って組み替えるには企業会計実務担当者

レベルの情報が必要である．ロシアの場合，イ

ンフレーション処理の問題も加わる．利用した

すべての財務報告はインフレーションの影響を

除去するためドル建あるいは不変ルーブル建に

なっている．名目価格表示である国民経済計算

との整合性を完全にとるためには，企業財務報

告の勘定科目ごとの名目ルーブルからドルある

いは不変ルーブルへの換算方法，ストック再評

価方法の実務者レベルの情報が必要である．

　以上の制約により，ROG・SAMの石油ガス制

度部門勘定が石油ガス企業の行動を定量的に正

確に反映しているとはいえない．しかし，石油

ガス制度部門勘定は石油ガス企業の行動パター

ンの定性的特長は反映していると評価できる．

石油ガス企業制度部門勘定を分離する目的は，

1999年時点の正確な石油ガス企業経常勘定を

再構成することではなく，石油ガス企業の経営

行動をマクロ経済フレームワークにビルトイン

することである．ROG－SAMはこの目的を果

たしていると評価できる．

　ROG－SAMの縮小版は表2のとおりである．
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ROG－SAMについてのさらに詳細な情報は，

Nakamura（2004）を参照されたい．

3．ロシア石油ガス産業分析用CGEモデル

表3．要素市場，貯蓄投資バランス（1－S），外貨市場（BOP）の設定

　この節では，ロシア石油ガス産業分析用

CGEモデル（Russian　Oil　and　Gas　Computable

General　EquHibrium　Mode1：ROG－CGM）の

基本的特徴を簡単に解説する1）．

　ROG－CGMは標準的な静態的・実物的モデ

ルである．生産部門，財部門は24部門からな

る．生産要素は労働1種類，資本1種類である．

生産関数は生産要素についてはCES型，中間

投入はLeontief型である．各財市場における

国産財と輸入財の最適ミックスはArmington

関数のもとでの費用最小化問題として決定され

る．同様に，国内市場向供給と輸出の最：適ミッ

クスはCET関数のもとでの売上最大化問題と

して決定される．

　制度部門は，非石油ガス法人企業，石油ガス

法人企業，家計，政府およびその他世界

（ROW）の5部門である，標準的モデルの設定

と同様，このうち家計需要のみが価格に対して

弾力的に変化する設定となっている．家計の効

用関数はCD型である．

　標準的モデルと同様，生産要素市場，資本市

場（貯蓄投資バランス），外国為替市場の需給調

整は，それらの市場のモデル化の困難さとデー

　　　　　　　　タの欠如から，表3のような

記号　総供給　部門供給　均一賃金　部門係数 説明

　　L1　固定　　変動
労働
　　L2　変動　　変動

動
定

変
固

固定　　完全雇用。部門間移動あり

固定　　失業・部門間移動あり

　　C1　固定　　変動
資本
　　C2　固定　　　固定

動
定

心
固

固定　　完全雇用。部門間移動あり

変動　　完全雇用。部門間移動なし

家計貯蓄率 固定資本投資

　　β11－S

　　∬2
量
定

変
固

定
動

固
変

投資額・投資財構成固定

投資額変動・投資財構成固定

対外投資（借入） 為替レート

　　8PlBOP
　　BP2

動
定

変
固

定
動

固
変

対外投資（借入）無制限

対外投資（借入）額固定

注）　生産要素賃金は均一賃金x部門係数で与えられる．実際の統計データによって各生産

　部門の支払賃金総額を生産要素利用量で除すと，通常，その値は部門間で異なる．均衡で

　は生産要素賃金は全経済で一様である（均・．・賃金）．均一賃金を1と設定すると，実際のデ

　ータから計算した賃金の部門間比が部門係数である．なお均一賃金を1に設定するのは

　数値計算の便琵のためである，

便宜的設定をとっている．

　生産関数，効用関数，Ar－

mington関数，　CET関数の

弾力性パラメータの値は，シ

ョックに対して経済がどのよ

うに調整されるかを左右する

（Lewis，1992；中村，

1998）．ROG－CGMでは，他

のモデル等のパラメータの値

を参考にして弾力性パラメー

タの値を恣意的に設定してい

る．ロシア経済統計の改善は

質，量ともに急速に進んでい

るものの，これらのパラメー
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タを計量経済学的に推定するにはなお不十分で

ある．とりわけ，ロシア経済統計の各指標の時

系列がなおも短いことが，計量経済学的推定の

可能性を根本的に制約している．

　ROG－CGMの特徴は，各財の取引にともなっ

て必要となる取引コスト，つまり商業マージン

と輸送マージンが明示的に考慮されている点で

ある．商業マージン，輸送マージンは，それぞ

れ取り扱う商品別に，石油ガス商業マージンと

一般商業マージン，石油ガス輸送マージンと一

般輸送マージンに分離されている．石油ガス商

業マージンの実体である石油ガス商業サービス

財は石油ガス商業生産部門が生産し，一般商業

サービス財は一般商業生産部門が生産する．輸

送サービスも同様である．それぞれのマージン

率は，財の物量1単位に対する各サービスの投

入量の比（投入係数）とした．したがって，

　　　財物量1単位あたりマージン額＝

　　　　マージン率×サービス価格

となる．

　マージン率は，国内向け供給と輸出向け供給

の場合では異なる．このマージン率の違いにつ

いての情報は基本価格表示産業連関表から得る

ことができる，基本価格表示産業連関表は，国

内向け供給の用途別（中間消費，最：終消費）のマ

ージン率の相違についての情報も含んでいる．

しかし，同一財の異なる用途ごとに別個のマー

ジン率を設定すると一物一価の法則が成り立た

なくなる．あるいは，同一財でも用途ごとに別

個の市場が成立していると考えなければならな

くなる．この点を回避するために国内市場向け

供給については用途別に異なるマージン率は設

定していない．国内市場向け供給は国産財と輸

入財からなっているが，輸入財のみのマージン

についての情報は存在しないため，同一財につ

いては国産財も輸入財も同一のマージン率であ

る．

　ROG－CGMにおいて特殊な取り扱いをした

ものに家計輸出関数，家計輸入関数がある．家

計輸出，家計輸入（担ぎ屋貿易）についての統計

情報はその性格からほとんど存在しないため，

家計輸出量，家計輸入量は小売物価指数と為替

研　　究

レートの相対比の変化に対して定率で変化する

との想定をとった．これら関数の弾力性パラメ

ータも恣意的に設定している．

　標準的なCGEモデルの特徴，構成，作成手

順についての一般的解説はLoefgren砿α1（2001）

および中村（2002）を参照されたい．

4．結果

4．1　シミュレーションの想定

　市場均衡についての想定は次のとおりである．

　労働市場は表3一五1，五2の両方の想定でシミ

ュレーションしている．ロシアの現状を考えれ

ば，労働要素については失業を想定した五2が

妥当であろう．石川（1999，2003）によれば，ロ

シアの労働市場では，総就業者数の絶対的減少，

農業部門の就業者増（帰農）が観察されている．

求人があれば非就業者のプールから労働市場へ

の参入があると考えるほうが妥当である．

　資本市場については，ROG－CGMは短期モデ

ルであるので資本総供給量が増大する想定はと

らない．資本稼働率変化によって資本供給が変

化するという想定は可能であるが，データ不足

のため定式化が困難であるし，資本賃料の変化

を資本設備需要の逼迫度の代理変数とみなすこ

とができる．資本の部門間移動を不可とする設

定（表3－C2）では，ショックを吸収しきれず，計

算が完全には収束しないため結果は呈示してい

ない．

　貯蓄投資バランスの想定は貯蓄供給に応じて

固定資本投資額が増える想定（表3一摺2）をとる．

ロシアの状況から，家計貯蓄率が経済状況に応

じて弾力的に変動するという設定（1S1）はとり

がたい．1999年国民経済計算は家計部門のマ

イナスの貯蓄，つまり純借入を記録している．

この国民経済計算データの信頼性は低いものの，

Shashnov（2002）によれば，ミクロデータによ

ってもロシアの家計貯蓄率は低い．1999－2000

年ではほぼ0％とみるのが妥当である2）．

　外貨市場の想定は，為替レートを固定した上

で，資金移動自由とする（表3・BP2）．ロシアの

為替レート決定メカニズムは1998年金融危機

以降管理フロート制である．しかし，ROG一
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CGMは，標準的CGEモデルと同様，為替レー

ト決定の詳細なメカニズムを含んではいない．

国内石油ガス価格の国内経済への影響をみるこ

とが目的である今回の分析において，為替レー

トの無制約な変動による外貨需給の調整を想定

すると分析結果の解釈が困難になる．なお，今

回の分析では石油ガス輸出量を固定している．

石油ガス輸出量は，石油ガス世界市場価格では

なく，ロシアの採掘能力・輸送能力および政策

的決定に依存しているとみるべきだからである

（MTE，2003参照）．その他の財の輸出量は

CET関数により国内市場向け価格と外生的に

与えられる輸出財世界市場価格に依存して決ま

る．いずれにしても，今回の分析でモデルに与

えられるショックは石油ガス国内価格の変動で

あるから，輸出量の変動は必然的に副次的な変

動でしかないはずである．さらに，ロシアは

1992年の市場経済化以降一貫して経常黒字を

計上し，資本輸出国になっている．現在のロシ

ア経済がかかえる主要問題の1つは資本流出・

資本逃避である．資本流出入を一定としたうえ

で，経常収支のインバランスを為替レートによ

って調整するという想定（表3一＆P1）はロシア

の現状に合わない．

　石油ガス国内価格変化のシミュレーションは

次の方法でおこなった．

　（1）石油ガス国内価格上昇ショックは，石油

ガス製品従価間接税率（ROG－SAM上で21．1

％）の100％引上げとして与えた．これは，初

期ショックで，国内石油ガス価格の12．5％引上

げ，あるいはROG－SAM上で世界市場価格の

49％水準であった国内石油ガス価格を55％水

準まで引き上げることになる．ROG－CGMの

構造から，一次的影響としては，税収増はほぼ

すべて政府部門の貯蓄増となり，貯蓄増は結局

ほぼ同等の固定資本投資の増大をもたらす．し

たがって，このシナリオは，石油ガス国内価格

の上昇によって生じた追加的レソトを政府が徴

収し，その収入増を原資に政府が固定資本投資

を増やして需要創出するというシナリオになっ

ている．ただし，固定投資需要の財構成は，公

共投資でも他の一般的な固定資本投資需要でも
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同じ財構成である．

　（2）対照ケースとして，石油ガス国内価格引

下げのシミュレーションもおこなった．政府の

レソト徴収縮小による石油ガス国内価格低下は

（1）の逆であるから，別途シミュレーションす

る必要性は少ない．ここでは，石油ガス国内商

業マージン率を0．37から0．185へ50％引下げ

ることによる石油ガス国内価格低下ショックを

シミュレーションした．このマージン率の低下

は，初期ショックで石油ガス価格の11％低下

をもたらすので，この点では，ほぼ（1）と同程度

で反対方向へのショックとなっている．マージ

ン率の引下げは石油ガス取引の合理化がもたら

す生産性ショックと同質であるが，ここで想定

している事態は政府が石油ガス産業に行政的に

介入して石油ガス企業のレソト収入を圧縮させ

たという事態である．（1）とは異なり，政府の

レソト収入には直接的な変化は生ぜず，石油ガ

ス国内価格変化のみのショックである．

　石油ガス国内価格の初期値を単純に変えると

いう初期ショックのもとでシミュレーションを

おこなうことも可能である．しかし，このよう

な想定は，今回のケースでは意味が無い．この

点について，CGEモデルの性格を理解するた

めに説明しておく．CGEモデルでは，一般的

に，データベースであるSAMがあらわす状態

を均衡状態として想定する．ROG－CGMも

ROG・SAMがあらわす状態を均衡状態である

と想定している．石油ガス国内価格の初期値を

ROG－SAM上の値である初期均衡値（1．688）か

ら世界市場価格（3．480）に変えてシミュレーシ

ョンをおこなっても，石油ガス国内価格は再び

初期均衡値（1．688）に収束してシミュレーショ

ンは終了となる．他の変数は当然ながら初期均

衡値からほとんど変化しない．この結果は，世

界市場相対価格と国内市場相対価格が分離され

た状態で均衡を定義した標準的CGEモデルの

想定の論理的帰結である．もともと国内市場価

格が世界市場価格と一致していない状態を均衡

状態として定義したのであるから，世界市場価

格と同一水準に設定した石油ガス国内価格

3．480が維持されるメカニズムはモデルには定
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表4．シミュレーション結果

　　　　　　　　　　　　　　初期均衡値からの変動（％）

要素市場の想定1

（D石油ガス価格上昇　　②石油ガス価格低下

　　（従価間接税引上）　　（商業マージン削減）

Clム1　　　　C1五2 C1五1　　　CIL2

A　要素費用表示GDP

　GDE
　　家計消費支出

　　政府消費支出

　　固定資本投資

　輸入
　輸出

一〇．930

　0．802

－0．353

－0．035

　1．994

0325

　1．761

一1，846

－0．041

－0．904

－0．O18

－1．992

－0．693

　1．264

　0．982　　　　　4．394

　1，176　　　　　4．266

　1．369　　　　　3．390．

　0．146　　　　　0．073

　7．568　　　　21．809

　1．390　　　　　5ユ00

－0．765　　　　　1．179

B　国内生産量QX

　輸入量Q44
　　国産財国内供給量◎D（PDSウェイト）

　　国産財国内供給量QD（PDDウェイト）

　　国内需要量QQ

　輸出量QE

　0．072

　0．437

－0．319

－0．542

0．072

　2．299

一〇．838

－0．637

－1．202

－1．440

－0．838

　1。641

　0．698

　1．283

　0．625

　1．101

0．698

－1．006

4．009

5，202

3．860

4，400

4．009

1．564

品目国産財生産者価格PX

　　国内向け国産財生産者価格麗）S

　　国産財国内需要価格H）D

　　輸出向け国産財生産者価格P8

　　国内需要者価格PQ

0．034

0．036

1．013

0．047

0．287

0．038

0．044

1．014

0．043

0．282

　0．198　　　　　0、182

　0．272　　　　　0．248

－0．588　　　－0．597

－0．288　　　－0．271

－0ユ83　　　　－0ユ72

注）　1，生産要素市場の想定（表3）参照．数量と価格の諸概念および記号は表5を参照．

　　　A名目値．CPI固定．

　　　B初期均衡における金額シェアをウェイトとしている．

　　　C初期均衡における数量シェアをウェイトとしている．

表5．数量と価格の概念
．

需要者

国内 国外 計

国
内

α）（蹴朋））

綜Y財国内供給

QE（班）

@輸出

QX（px）

蒼熕ｶ産

供
給
者

国
外

Q班（Pπ4）

@輸入 一
Q〃（Pハ4）

計
QQ（殉）

蒼熨克�v
QE（朋）

注）　1．輸入財の直接再輸出は想定しない．国産財のみが輸出さ

　　　れる．

　　2．（）内は数量概念に対応する価格．PO∫は国内生産老倉

　　　出価格，ハ曳）は迎）∫に取引費用と生産物税が加わった

　　　国内需要者購入価格．超は邦貨建世界市場価格から取

　　　引費用と生産物税を控除した輸出財生産者の受取価格．

義的に存在していない．石油ガス国内価格

3．480だけを初期均衡値1．688に戻せばモデル

の他の変数をまったく変えることなく均衡状態

に復帰する．数値計算上はこの調整方法が最も

効率的である可能性が高い．では国内相対価格

体系と世界市場相対価格体系とが完全に一致す

るとの想定を採用できるかといえば，それは実

際上困難である．国内相対価格体系が世界市場

相対価格体系と完全に一

致するという想定のもと

では，世界市場均衡価格

を内生的に決定する全世

界経済モデルを作らない

限り，世界市場価格が国

内市場に与えられている

という設定にせざるをえ

ない．そのようなモデル

では，財価格は固定され

ているのであるから，財

価格を財市場の均衡を達

成するための調整変数と

して利用できないことに

なる．一般均衡のロジッ

クにもとづいたモデルを

現実の経済分析にあては

めることは，一般に考え

られているほど容易なこ

とではない．

4．2　シミュレーションの結果

　表4はシミュレーション結果の要約である．

4．2．1　石油ガス国内価格上昇

　このケースでは，石油ガス国内価格の上昇と

それが引き起こす全般的な財価格上昇の影響が

強くでている．財価格の上昇にともない財需要

は減少し，結果として経済は縮小傾向になる．

要素市場がC1五1設定の場合は，国内生産量

（国内向け＋輸出向け）はわずかに増大（0．072

％）している．生産物税収増による政府貯蓄増

がもたらす固定資本投資需要増が，国内需要の

減少をある程度相殺している．しかし，国産財

に対する国内市場からの需要は全体としては減

少しており，国内生産量の増大に貢献している

のは輸出増大である．この輸出増大はROG・

CGEの輸出決定についての設定によるところ

が大きいと思われる．輸出増大は国内市場向け

価格の上昇（0．036％）より輸出市場向け価格上

昇（0．047％）がわずかに上回ったことから生じ

ている．輸出市場向け生産者価格は，ROG－

CGMでは，外生的に与えられた世界市場価格



石油ガス国内価格とロシア経済

から取引費用と税金を控除した価格である．こ

のケースでは，取引費用の実体である商業サー

ビス，輸送サービスの価格変化だけが輸出市場

向け生産者価格を変化させる要因である．

ROG－CGMのシミュレーシ日ン結果から，石油

ガス国内価格上昇は国内向け生産者価格にくら

べて輸出向け生産者価格を高くする効果をもつ

と結論することは性急すぎるであろう．実際，

C1五1設定における輸出数量増大の81％は白

色冶金の輸出増によっている．白色冶金は石油

ガスに比肩しうるロシアの輸出財であるものの，

このシミュレーション結果が現実の経済過程を

どの程度正確に反映しているかを判断するため

にはより詳細な研究が必要である．

　要素市場がC1五2設定の場合は，需要者価格

の上昇と生産低下がより強くあらわれる．これ

は，C1五2では失業が許容されるためであると

考えられる．失業が許容されるため，生産が縮

小すると雇用が縮小し，賃金は減少しない．し

たがって，CIL1設定の場合とくらべ，物価上

昇効果がより持続的に作用し，物価上昇による

需要抑制効果も持続する．需要が回復せず，生

産活動水準が低下したままであるため，所得も

減少する．所得の減少は，貯蓄率一定の設定の

もとでは貯蓄の減少をもたらす．シミュレーシ

ョン結果では，政府貯蓄増も貯蓄減少をカバー

しきれ・ず，固定資本需要は結果として減少して

いる．賃金が固定されているため，賃金維持に

よる所得維持効果が雇用量減少を相殺する作用

も考えられるが，ここでは物価上昇による生産

縮小が卓越している．これに対してC1五1の

場合は固定的総労働供給量の完全雇用が条件と

なるため，需要減は賃金減をもたらし，それは

生産費用を低下させ，再び需要増をもたらすと

いう，反転メカニズムがはたらく．

　このケースの初期ショックは，石油ガス価格

を世界市場の49％水準から55％水準に引き上

げるにすぎない．この程度の石油ガス価格上昇

が国内生産に予想外に大きな影響を与える可能

性があることがわかった．

4．2．2　石油ガス国内価格低下

　石油ガス国内価格低下は，4．2．1と対照的に，
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経済拡大効果を明瞭にみることができる．この

ケースでは，要素市場がC1五2設定のときに経

済拡大効果が大きい．初期ショックで石油ガス

国内価格の11％低下が，国内生産量の4％も

の増大をもたらしている．このような大きな経

済拡大効果は，CIL2設定では労働供給量が制

約されていないため生産拡大が賃金上昇を招か

ないことに起因しているであろう．生産拡大が

賃金上昇に直結するC1五1設定では，生産拡大

とともに価格上昇がおき，需要抑制効果が働く．

これに対してCIL2設定では，生産拡大の制約

は資本コストの上昇のみである．CIL2設定で

は，相対的に低い物価上昇をともなった生産拡

大が可能になる．より大きな生産拡大効果は，

より大きな所得増大効果をもたらし，所得増は

貯蓄増をもたらす．

　C1ム1設定，　C1五2設定ともに固定資本投資

需要（金額）は大幅増となっている．とくに

CIL2設定の場合，固定資本投資需要は21．8％

も増大している．固定資本需要の大幅な増大は，

家計を除く制度部門の支出行動は価格変化の影

響を強く受けないというROG－CGMの設定に

よるところが大きい．ROG－CGMの設定が石

油ガス国内価格低下による経済拡大効果を誇張

している可能性は高いが，石油ガス国内価格低

下が多かれ少なかれ生産拡大，所得増，貯蓄増，

したがって固定資本需要増をもたらすという結

果自体は予想外のものではない．

　この石油ガス国内価格低下ケースでは，石油

国内価格の低下があるだけで，財政的な需要拡

大策はともなっていない．石油ガス国内価格の

低下だけでも，その経済拡大効果は大きくなる

可能性があることがわかる．

5．議論

　シミュレーションの結果は，「石油ガス国内

価格が国内経済に与える影響は大きい」という

当初の予想を支持するものである．石油ガス国

内価格上昇（低下）による費用上昇（低下）が他の

財の価格を引き上げ（下げ），そのために需要が

抑制される（拡大される）効果は大きい．

　石油ガス国内価格の世界市場水準への引き上
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げは自計ネノレギーへのインセンティブを与える

という点で重要である．一方，石油ガス国内価

格の上昇にともなって生じる追加的レソト収入

を適切に利用し，追加的な需要と所得を創出す

るメカニズムが整備されていない条件のもとで

石油ガス国内価格が上昇すると，経済活動が収

縮する可能性が高い．とくに労働市場に硬直性

がみられる場合は，その経済収縮効果が強くな

る可能性がある．この点を考慮すると，石油ガ

ス・レソトの適切な徴収・利用メカニズムが整

備されていない制度的条件のもとでは，石油ガ

ス価格を世界市場水準以下に抑制するという政

策は，潜在的レソトを経済全体にひろく分配す

るという点からは，石油ガス・レソトの最善で

ないまでも合理的な利用方法であると評価でき

るかもしれない．ロシア経済の世界経済への統

合度がなお低く，ロシア経済が相対的に閉鎖さ

れているとみなされる場合は，この評価の妥当

性は高くなる．石油ガス国内価格はロシア経済

内では生産費用をカバーした上にレソトを生み

出す水準にある．相対的にクローズドなロシア

経済内において，石油ガス国内価格はロシア国

内の相対価格体系を特に歪曲していないかもし

れない．もちろん，その場合でも，世界経済全

体にとってみれば貴重な石油ガス資源の浪費を

促すような相対価格構造になっていることに違

いはない．

　ROG－CGMのシミュレーション結果が現実

の経済をどの程度正確に反映しているのかとい

う点については，次のような問題がある．第1

に，ROG－SAMの基礎となっているロシア国民

経済計算，産業連関表および企業財務報告の信

頼性は低い．ロシア経済統計は，ロシア経済の

安定化と統計制度の整備とともに改善されつつ

ある．企業の財務報告もより多くのサンプルが

利用できるようになりつつある．ロシア経済の

状況を正確に反映できるようにROG－SAMを

可能な限り最新のデータでアップデートする必

要がある．

　第2に，CGEモデルのシミュレーション結

果は各種弾力性パラメータの値によって大きく

変わる．ロシア経済の制度分析，計量経済分析

により，現実的なパラメータの値を推定する必

要がある．

　第3に，石油ガス産業の資金力を考慮すると，

石油ガス産業が資金面から投資活動に与える影

響も大きいと考えられる．この点を分析するに

は，ロシア経済の資金循環と石油ガス企業およ

び非石油ガス企業のそれぞれの投資行動とを

ROG－CGMに組み込む必要がある．

　第4に，石油ガス産業とマクロ経済との関係

を考える場合，「オランダ病」の視点は欠かせな

い．Nakamura（1999）のSAM乗数の国際比

較研究によれば，工業化が進んでおり資源採掘

産業の輸入依存度高くない国では資源採掘産業

の需要創出効果は他産業と比較して特に小さい

わけではない．工業化がある程度すすんでいる

ロシアの場合，静態的には，石油ガス産業の生

産・輸出増大がもたらすルーブル実質為替レー

ト高が石油ガス産業以外の輸出産業を圧迫する

効果より，石油ガス産業の国内需要創出効果の

影響が強いと予想される．正確な評価をおこな

うためにはフォーマルな分析が必要である．動

態的には，第3点の石油ガス産業と投資活動と

の関係の分析が重要となる．

　本稿の分析から，ロシア石油ガス産業は外貨

を稼ぎレソトを創出するだけのロシア経済の大

海に浮かんだ相対的に孤立した「島」ではない

ことがわかった．石油ガス産業は国内経済に多

様なルートにより大きな影響を与える．石油ガ

ス産業をロシア経済成長の促進に利用しようと

するならば，石油ガス産業とマクロ経済との関

係をより詳細に分析していくことが必要である．

　　　　　　（横浜国立大学国際社会科学硯究科）

　注

　1）ROG－CGMはGAMSによって作成されている．

GAMSについては，　www．gams．comを参照された

い．ROG・CGMのGAMSコードが必要な場合はy－
nkmr＠ynu，ac．jp宛請求されたい．

　2）Shashnov（2002）によれば，ロシア中央銀行が

発表している家計貯蓄率はサーベイ・データではなく，

マクロデータを合成して作成した指標である．この指

標は過大評価傾向が強い．
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